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新やまがた就職促進奨学金返還支援事業【企業連携支援枠】 

事業内容説明書  

 

１ 事業の概要 

新やまがた就職促進奨学金返還支援事業【企業連携支援枠】は、県内企業等の人材確保と

若者の県内就職促進のために、大学等在学時に奨学金の貸与を受けた学生が、卒業後県内に

居住・就業し、３年を経過した場合に奨学金の返還を支援する事業です（支援後も通算５年

になるまで県内居住・就業を継続する必要があります。）。支援額は県と県内企業等で１/２ず

つ負担する基金（「山形県若者定着支援基金」）から支払われます。 

 

２ 支援の対象者 

次の(1)～(4)のすべてに該当する者を対象として、県が学生を募集し、助成候補者に認定し

ます。 

（1） 山形県内に居住しながら県内の高等学校、特別支援学校高等部、専修学校、高等課程

（以下「高校等」という。）を卒業（※）し、次に掲げる日本国内に所在する高等教育機

関（以下「大学等」という。）に在学している者、または県内に所在する大学等に在学し

ている者 

ア 大学、大学院（修士課程及び博士課程）、高等専門学校（第４学年以上）、短期大学、 

専修学校専門課程 

      イ 山形県立産業技術短期大学校、同庄内校、山形県立職業能力開発専門校 

（※）・高等専門学校の在学者の場合は、県内の中学校又は特別支援学校中等部を卒業した者を含む。 

・高等学校卒業程度認定試験を受け、大学等に進学した者の場合は、県内中学校又は特別支援学校

中等部を卒業し、進学まで県内に居住している者を含む。 

・県外の高校等を卒業して大学等に進学した者のうち県内の中学校又は特別支援学校中等部を卒業 

した者を含む。 

（2）次のいずれかの奨学金の貸与を受けている又は貸与を希望する者 

複数の奨学金の貸与を受けている場合は、いずれか一つの奨学金を助成対象とします。 

ア 日本学生支援機構が貸与する奨学金 

イ 県内市町村が所管する制度による奨学金（別表１記載のもの） 

ウ 登録企業等が指定する奨学金（貸与機関との調整※が完了しているもの） 

エ 技能者育成資金 

  

 

（3）大学等を卒業後 13 か月以内に、山形県内に居住するとともに支援事業の登録企業等に

就業し、その後５年間継続する見込みの者 

（4）その他就業を予定する登録企業等の指定する条件を満たす見込みの者 

 

３ 返還支援額  

次のア又はイのいずれか低い方の金額を上限として助成します。 

ア ２万６千円×助成候補者の認定を受けた年度以降に奨学金の貸与を受けた月数＋加算10万円  

イ 県内居住・就業から３年経過後の奨学金の返還残額 

 ※登録企業等以外の県内企業等に就業した場合は、次のウ又はエのいずれか低い方の金額を 

別添 

※ ア～エ以外の奨学金を対象奨学金に指定する場合は、支援事業による県からの繰り上 

げ返還に対応可能であること等について、事前に貸与機関への確認をお願いします。 
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 上限に、県のみの負担で助成します 

  ウ １万３千円×助成候補者の認定を受けた年度以降に奨学金の貸与を受けた月 数 

    エ 県内居住・就業から３年経過後の奨学金の返還残額の１/２の額 

 

４ 助成対象者への支払いについて 

 助成対象者からの申請に基づき、県から奨学金の貸与機関に一括で支払います。 

 ※５年経過する前に居住・就業の要件を満たさなくなった者は、県に支援額を返還。（返還
された場合、登録企業等の負担分は県より登録企業等に返還。） 

 

５ 返還支援までの流れ 

(1) 助成候補者の募集 

   県は、助成候補者の募集を実施します。[募集予定人数：50人／年（令和７年～令和11年）] 

応募者は、在学先、卒業後に就業する予定の産業分野等を記載した助成候補者認定申請書

に、所定の書類（助成候補者エントリーシート、大学等の在学状況を証明する書類、対象

奨学金の貸与状況の証明書類等）を添えて県に提出します。 

 

(2) 助成候補者の認定 

県は、申請内容を審査し、助成候補者を認定※します。審査にあたっては、必要に応じて

登録企業等に照会する場合があります。 

選考結果は、申請者に文書で通知するとともに、登録企業等に各助成候補者に関する情報

を通知します。 

※ 助成候補者の認定によって、就業が決定されるものではありません。 

助成候補者の就業の成否は、一般的な学生の場合と同様の就職活動等の結果によります。 

  

(3) 認定後の手続き 

助成候補者は、認定を受けてから返還支援を受けるまでの間、随時、奨学金の貸与状況、

就学状況、就業状況（就業先からの証明）等を県に報告します。 

また、県は、助成候補者の状況を登録企業等に連絡するとともに、助成候補者の就業促進

のための活動（山形県内の業界・企業情報の提供、就職セミナー等）をサポートします。 

(4) 助成対象者の決定・返還支援の実施 

県は、助成候補者が大学等を卒業後 13か月以内に山形県内に居住するとともに支援対象

分野に就業し、３年間経過したことを確認した時点で、当該助成候補者を助成対象者とし

て決定します。 

 

６ 支援事業全体の流れ 

 

 

 

 

※ 助成候補者の募集・認定は、要件を満たす大学等の在学者全般を対象に実施するため、同一の募集

で選定された助成候補者であっても、卒業予定年次は異なります。 

 

 

①登録企業等
から寄附（申
込） 

②助成候補者 
(学生)の 

募集・認定 

③業界・企業による情報提供・

採用活動 ⇒学生が業界・企業

を研究し、就職活動 

事業参加・ 
寄附の申込 

④助成候補
者が県内で
就業・定着 

⑤奨学金 
返還支援 
の実施 

～助成候補者の就学期間※～ ～３年間～ 出捐（寄附） 
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７ 事業実施期間 

 令和７年度から令和11年度までを助成候補者募集・認定の実施年度とします。 

（別表１） 共通支援対象奨学金一覧表 

 奨学金名 貸与機関名 
1 米沢有為会奨学金 公益社団法人米沢有為会 
2 鶴岡市育英奨学金 鶴岡市教育委員会 
3 上山市奨学金 上山市 
4 長井教育会奨学金 公益社団法人長井教育会 
5 東根育英会育英資金 公益財団法人東根育英会 
6 河北町育英会奨学金 河北町育英会 
7 西川町育英奨学金 西川町 
8 朝日町奨学金 朝日町 
9 大江町ふるさと奨学金 大江町 
10 金山町育英会奨学金 金山町育英会 
11 最上町教育振興修学資金 最上町 
12 最上町あすなろ修学資金 最上町 
13 大場育英基金 最上町 
14 舟形町教育振興修学資金 舟形町 
15 真室川町教育振興修学資金 真室川町 
16 大蔵村奨学金 大蔵村教育振興会 
17 鮭川村教育振興修学資金 鮭川村 
18 戸沢村教育振興修学資金 戸沢村 
19 飯豊町奨学資金 飯豊町 
20 三川町育英奨学資金 三川町教育委員会 
21 庄内町育英資金 庄内町 
22 技能者育成資金 労働金庫 

 


